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電力会社

―東日本大震災以前の状況―

　1990年代後半から始まった規制緩和、国内電力需要の伸びの鈍化、再生可能エネルギーや新

エネルギーへのニーズの高まりなど、日本の電力会社を取り巻く外部環境は大きく変化してきた。

本ケースは、2011年3月に発生した東日本大震災以前の、電力会社の取り巻く外部環境の動向

を整理している［1］。

電力の需要動向

伸び悩む電力需要

　日本における電力需要量（電灯電力需要［2］）は、一時的に景気変動の影響を受けることがあっ

ても、2000年代前半までは着実に伸びていた（資料 1参照）。特に、冷暖房需要の増加、コンピュー

タや通信技術など IT関連技術の革新と普及などが電力への需要を高めた。

　ただ、1970年代以降、その伸び率は低下している。2000年代前半には伸びが 1％程度まで停

滞し、世界的に景気が後退した 2008年度には対前年比で 3.9％、2009年度には同 3.1％低下し

た。今後も、日本の人口減少が予想されることや、省エネルギー技術の発展、生産拠点の海外へ

の移転などにより、電力需要が減退する懸念がある。日本電力調査委員会によれば、2008年か
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［1］ そのため、個々の電力会社についての言及は、極力控えている。
［2］ 「電灯電力需要」において、電灯需要は主に一般家庭や小規模店舗などでの需要、電力需要は主に工場やオフィ

スビルなどでの需要を指す。

本ケースは、クラス討議のため、公刊資料をもとにまとめられたものであり、経営管理に関する適切あるいは不
適切な処理を示すことを意図したものではない。本ケースは慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 中村 洋な
らびに安田直樹（M33）が作成した。

本ケースは慶應義塾大学ビジネス・スクールが出版するものであり、複製等についての問い合わせ先は慶應義塾
大学ビジネス・スクール (〒 223-8526 神奈川県横浜市港北区日吉 4丁目 1番 1号、電話 045-564-2444、e-mail:
case@kbs.keio.ac.jp)。また、注文は http://www.kbs.keio.ac.jp/ へ。慶應義塾大学ビジネス・スクールの許
可を得ずに、いかなる部分の複製、検索システムヘの取り込み、スプレッドシートでの利用、またいかなる方法 
( 電子的、機械的、写真複写、録音・録画、その他種類を問わない )による伝送も、これを禁ずる。 
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